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平成２６年度「子育て満足度日本一」の実現に向けた取組

「
待
機
児
童

ゼ
ロ
」
に

向
け
た
取
組

地
域
の
子
育
て
力

の
強
化

「
子
ど
も
の

育
ち
」
の
支
援

女
性
の
活
躍

促
進

現状と課題 これまでの取組 平成26年度の取組（新規・拡充を中心に）

○大分市を中心に待機児童が未だ存在。

○潜在ニーズを含めた保育所ニーズの把握
が必要。

○保育所定員増と、それを支える人材の養
成・確保が必要。

※レーダーチャート①、⑧

○核家族化、都市化、少子化等の社会構造
の変化により、家庭や地域の「子育て力」
が低下。

○虐待などの深刻な事案も増加。
○必要な支援が届いていない。
※レーダーチャート②、③

○国の成長戦略の中核が「女性の活躍促
進」。

○子育てしながら働きやすい環境整備のた
め、男性も含めた働き方の見直しが必要。

○男性の子育て参画が重要。
※レーダーチャート④～⑧

○子どもの挑戦や自己実現を支える学校教
育の推進や、いじめ、不登校対策の強化
が必要

○被虐待児、障がい児、ひとり親家庭など困
難な状況にある家庭への支援が必要。

※レーダーチャート⑩、⑪

○保育所整備の推進
○保育士等の人材養成・確保の支援
○認定こども園への支援の拡充
○多様な保育サービスの充実

○地域子育て支援拠点の機能強化
○放課後児童クラブへの支援

○要保護児童地域対策協議会の機
能強化

○女性の就業支援や企業の取組支
援

○女性の登用推進
○男性の子育て参画の推進

○「芯の通った学校組織」の推進
○いじめ解決支援チームの設置
○「いつでも子育てホットライン」

○５歳児健診の実施など発達障がい
児への支援

◎市町村と連携した保育所整備の加速化
◎保育士等の人材養成・確保の支援
○病児・病後児保育など多様な保育サービスの充実

○地域子育て支援拠点の機能強化
○放課後児童クラブへの支援の拡充
◎専門的保育士の養成による保育所の機能強化
◎子育て応援情報の発信機能の強化（マスコミの活用、
「届ける支援」の強化等）

○幼保小接続期における教育の充実

◎出産等で離職した女性を対象に就業体験の実施
○就労相談時の無料託児サービスの拡充
○女性管理職等のネットワーク化及び女性が少ない分野（職

場、職種）で活躍する女性の紹介
○市町村と連携した保育所整備の加速化（再掲）
○男性の子育て参画の推進

◎学校・家庭・地域の連携促進による学力・体力の向上や不
登校対策などの課題解決

◎情緒障害児短期治療施設の設置及び開設支援

◎青少年サポートセンター（仮称）の設置（相談窓口のワンス
トップ化）

○ひとり親家庭の総合的な自立支援の充実

安
心
し
て
子
ど
も
を

産
み
育
て
ら
れ
る

保
健
・
医
療
の
充
実

○不妊に悩む夫婦の増加により、精神的な
面でも問題が生じていることから、専門家
による心理的サポートが必要

○不妊原因についての知識不足への対策
が必要

○重症小児在宅療養を支援するサービス等
の地域偏在の解消と関係機関の連携強化
が必要

※レーダーチャート⑨、⑫

○不妊治療費の助成や、不妊専門相
談センターでの支援

○周産期医療体制や重度小児在宅
療養環境の整備

○子ども医療費の助成

○妊婦健診の拡充と妊婦歯科健診の
体制整備

○妊娠について悩む人への相談体制
の整備

◎心理相談の実施による不妊専門相談センターでの支援強化
◎不妊等に関する知識の普及啓発
○不妊治療費助成の充実
○子ども医療費の助成
○妊娠の悩み相談体制の充実
○重症小児の在宅療養体制の整備

◎は平成２６年度新規事業
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　「新おおいた子ども・子育て応援プラン」総合的な評価指標

指　標
平成26年度

目標値
平成21年
3月末時点

平成25年
3月末時点

進捗
現況値の

出典

①  希望した時期や時間に保育サービ
　スを利用できると答えた人の割合
　　（就学前児童を持つ親）

100.0% 68.9% - -
②　子育てが地域の人に支えられてい
　 ると答えた人の割合
　　　（就学前児童・小学生を持つ親）

100.0% 64.8% - -
(2) 子育て支援サービス
　　情報の提供

③　子育て支援（保育）サービスを
　 知っていると答えた人の割合
 　　（就学前児童を持つ親）

100.0% 56.2% - -

④　２５～３４歳男性の就業率 94.0%
91.4%

全国27位
91.0%

全国17位

⑤　２５～２９歳女性の就業率 78.4%
72.4%

全国32位
73.2%

全国34位

⑥　６歳未満の子どもを持つ男性の
　家事・育児関連時間

 １時間45分
36分

全国47位
1時間26分

全国7位

平成23年
社会生活基本調
査

⑦　夫も妻も同じように子育てを行うこと
　が「理想と答えた人」に対して、「実現
　できていると答えた人」の割合
　　（就学前児童・小学生を持つ親）

100.0% 31.4% - -
平成21年8月
次世代育成支援
に関するニーズ調
査（市町村調べ）

（５） 女性が子育てしながら
　　働き続けられる

⑧　３０～３４歳女性の就業率 72.4%
64.0%

全国29位
68.9%

全国28位

平成24年
就業構造基本調
査

⑨　妊娠から出産までの間に満足度・充
　実感があったと答えた人の割合
　　（就学前児童・小学生を持つ親）

100.0% 88.6% - -
平成21年8月
次世代育成支援
に関するニーズ調
査（市町村調べ）

⑩　自分にも良いところがあると答えた
　子どもの割合（中学３年生）

100.0%
62.2%

全国19位
68.2%

全国16位

平成25年度
全国学力・学習状
況調査

⑪　難しいことでも失敗をおそれないで
　挑戦していると答えた子どもの割合
　　（中学３年生）

100.0%
62.2%

全国25位
67.3%

全国26位

平成25年度
全国学力・学習状
況調査

⑫　乳幼児等の医療費への助成
  全国
  トップレベル 全国 14位 全国11位 大分県健康対策

課調べ

⑬　保育料への助成
  全国
  トップレベル 全国 3位 全国 3位 大分県こども子育

て支援課調べ

（８）　少子化の進行が抑制
　　 される

⑭　合計特殊出生率
  全国
  トップレベル 全国 7位 全国13位

平成24年人口動
態統計月報年計
（確定）

総合的な子育て満足度の
主要な事項

地

域

に

お

け

る

子

育

て

支

援

(1) 子育て家庭が出産や
　子育てに楽しさや充実
　感を感じること ができる 平成21年8月

次世代育成支援
に関するニーズ調
査（市町村調べ）

子

育

て

も

仕

事

も

し

や

す

い

環

境

づ

く

り

(３)  子育て世代が安定し
　　た生活を送ることがで
　　きる

平成24年
就業構造基本調
査

(４)  夫婦がともに、家事
　　や育児に関わること
　　ができる

 

子

ど

も

が

健

や

か

に

 

生

ま

れ

育

つ

環

境

づ

く

り

（６）  子どもが心身ともに
 　  健やかに育つことが
　　できる

子

育

て

家

庭

の

経

済

的

負

担

の

軽

減

（７）　経済的負担が軽減
　　 される

「総合的な子育て満足度」レーダーチャート
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⑭ 合計特殊出生率

① 希望した時期や時間に

保育サービスを利用でき

ると答えた人の割合

② 子育てが地域の人に

支えられていると答えた

人の割合

③ 子育て支援（保育）サービスを

知っていると答えた人の割合

④ 25～34歳男性の就業率

⑤ 25～29歳女性の就業率

⑥ ６歳未満の子どもを持つ

男性の家事・育児関連時間

⑦ 夫も妻も同じように子育てを

行うこと が 「理想 と答えた人」

に対して「実現できていると答

えた人」の割合

⑧ 30～34歳の女性の就業率

⑨ 妊娠から出産までの間に

満足度・充実感があったと

答えた人の割合

⑩ 自分にも良いところがある

と答えた子どもの割合

⑪ 難しいことでも失敗をおそれ

ないで挑戦していると答えた

子どもの割合

⑫ 乳幼児医療費への助成

⑬ 保育料への助成

子育ても仕事もしやすい環

境づくり ④～⑧

子どもが健やかに生まれ育つ

環境づくり ⑨～⑪

地域における子育て支援 ①

～③
子育て家庭の経済的負担

の軽減 ⑫～⑬

平成２０年度

平成２４年度
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専門性の向上と関係機関との連携が必要

1

保育コーディネーター養成事業 3,191千円

現 状 核家族化や少子化の影響による、地域の「子育て力」の低下、子育ての「孤立化」、「密室化」、その他家

庭・経済・社会的要因などが絡まり、複雑な環境に置かれている児童が増えている。
このことから、近年、保育所には、ネグレクトが疑われる要保護児童や、生活困窮家庭の児童など、

特別な配慮を有する児童が多く通園している
しかし・・・

課 題 保育士は、複雑化・困難化する特別な配慮を有する乳幼児や家庭のケースに対して、対処方法や

専門機関との連携方法を熟知していない。そのため十分な支援ができていない 未解決の課題

行 政

医療機関

地 域
専門機関

保育コー
ディネーター

医療・保健

福祉・教育に

精 通

保育コーディネーター養成研修（計６回）の実施

・相談技術
・要保護児童支援
・療育
・発達障がい児支援
・保育所に求められる役割と期待 など

効 果

保育所の保育マネジメント機能強化

・質の高い保育サービスの提供
・保護者の子育て不安の解消（虐待防止）
・早期の適切な療育支援

※研修は大分県保育連合会に委託（協力：中央児童相談所、大分県発達障がい者支援センター「イコール」）

認定書交付

専門的保育士の養成による保育所の機能強化

5



地域の人

○地域の中に、子どもの育ち
と子育て中のお母さん、お
父さんを温かく見守る気運
が醸成される。
○子育てを終えた世代等を中
心に、子育て支援ボラン
ティア活動への参加が促さ
れる。

子育て家庭

○必要な時に、子育て支援を
抵抗感なく活用することが
できるようになる。
○子育てが充実することで、
親がしっかりと子どもと向
き合い、子育てに喜びを感
じられる。

【子育ての現状】

・不安感や孤立感を抱えな

がら、子育てをしている
家庭がある。

・子育てに関する情報が、

必要としている家庭に届
いていない。事業が県民
に周知されていない。

【県民会議でいただいた意見】
①子育て支援事業のメニュー
が県民に１００％周知され
ることが大切。

・県民が、子育てに関して、
ちょっとお節介になれる雰
囲気作りができるとよい。

②小児科、産婦人科などの待
合室での広報が有効ではな
いか。

③民間の力をかりるなど、
様々な手段を利用して広報
することが必要。

みんなで子育てキャンペーン推進事業 35,475千円

【取組内容】 【効果】
①マスメディアからの子育て応

援情報の発信
・県民から募集した子育ての体験談
（※）に併せて、子育て応援情報をラ
ジオ等から発信。
※「ありがとう」の体験談募集
親から子へ、夫から妻へ、応援してくれ
る近所の人などへの感謝の言葉を募集

②子育てガイドブック等による

子育て応援情報の発信
・子育てガイドブックを作成し配布の
ほか、病院等に設置を依頼。

・子育て関係施設（※）を地図上に図示
するウエブサイトを構築。ガイド
ブックのウエブ化と併せてホーム
ページの充実を図る。
※地域子育て支援拠点、病児病後児保育施
設、公園等

③NPO等との連携によるキャン

ペーンの推進
・民間の創意工夫を取り込むため、
NPOと連携をとりながら事業実施。

・小売店のおむつコーナー等にポップ
を設置し県ホームページへ誘導。

子育て応援情報の発信機能の強化

6



【施設の特徴】
○児童精神の専門医を配置
○心理療法担当職員を児童１０名に対して１名配置

○仲間作りや集団生活が苦手で、様々な場面で主体的にな
れない子どもに、施設内での生活や遊び、行事を通じて、主
体性を取り戻す手助けを行う

○敷地内に小中学校の分校（予定）を設置し、学校教育を実
施

（参考） 児童福祉法（昭和22年法律第164号）
第43条の2 情緒障害児短期治療施設は、軽度の

情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、又
は保護者の下から通わせて、その情緒障害を治し、
あわせて退所した者について相談その他の援助
を行うことを目的とする施設とする。

【情緒障害児】

親から虐待を繰り返し受けたことなどにより、喜
怒哀楽といった情緒面の現れ方が非常に偏って
いたり、その現れ方が激しかったりする状態を自
分の意志ではコントロールできないことが継続し、
周囲の人とうまく関係をとれない、暴力や自傷行
為等の問題を起こす等により学校生活や社会生
活に支障が出ている児童

心理的・精神的問題を抱え日常生活の多岐にわたり支障を
きたしている児童に医療的な観点から生活支援を基盤とした
心理治療を行う。比較的短期間（現在の平均在園期間２年
４ヶ月）で治療し、家庭復帰や児童養護施設・里親等での養
育につなぐ役割を持つ児童福祉施設。

施
設
の
役
割

施
設
の
特
徴
等

福祉、医療、心理、教育の協働により日常生活、学校生活、心理治療、家族支援、社会体験などを有機的
に結びつけた総合的な治療支援を行う。

【設置場所】
大分市芳河原台（宅地5,386㎡外） 県有地を無償貸付

【施設設置者】
（社福）藤本愛育会 理事長 藤本保（大分こども病院）
〔施設名〕大分こども心理療育センター

【定員及び開設時期】30名、平成27年4月1日（予定）

施
設
の
概
要

情緒障害児短期治療施設の設置及び開設支援

情緒障害児短期治療施設整備事業 183,854千円
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「おおいた子ども・子育て応援プラン（第３期計画）」（仮称）について 
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おおいた子ども・子育て応援プラン（第３期計画）の策定について

「次世代育成支援対策推進法」第９条に基づく都道府県行動計画
「子ども・子育て支援法」第６２条に基づく都道府県子ども・子育て支援事業支援計画

計画策定のポイント（背景・趣旨）

根拠となる法律

策定の体制

②子ども・子育て支援法
に基づく県計画

国の定める基本指針に則し
て、教育・保育及び地域子
ども・子育て支援事業の提
供体制の確保その他この法
律に基づく業務の円滑な実
施に関する計画を定める。

④進捗管理の強化
（指標の見直し）
○個別事業ごとの評価
他の県計画と調和を取りつつ目標
とすべき指標を見直す。

○総合的な評価指標
指標に係る数値を毎年調査を実施
し、全国的な位置付けなどに配慮
しつつ進捗管理を行う。

①次世代育成支援対策推進法に
基づく県行動計画

本プランは、次世代育成支援対策推進
法（H17～H26年度期限法※）に基づ
く計画であり、「子育て満足度日本
一」を掲げる本県として計画を改定し
て、引き続き、集中的な取組を行う。
※国において同法の期限延長を検討中。

平成２７年度～平成３１年度
（５年計画）
※29年度計画見直し

計画期間

策定のスケジュール（予定）

ＷＧによる作業（4月～）

県民会議の意見聴取（12月）

パブリックコメント（10月）
原案
完成

26年8月

県議会への報告（9月）、議決（3月）

計画
完成

27年3月

次世代育成支援対策推進会議（会長：副知事）おおいた子ども・子育て
応援県民会議

WGへ参画

意見の聴取

県議会

（常任委員会）

報告・提案

議決意見

体制・ｽｹ
ｼﾞｭｰﾙ策定

26年2月

県民会議の意見聴取（6月・8月）

県議会（常任委員会）への報告

県民会議の
意見聴取

※プラン策定ワーキンググループ(WG)
県民会議委員（一部）＋関係部局各担当

県

「安心・安全・発展プラン2005」
推進委員会

(長計)プラン推進委員会の意見聴取

③県長期総合計
画の部門計画

「安心・活力・発
展プラン2005」
推進委員から意見
を聴くなど、長期
計画と一体となっ
て推進を図る。

(長計)プラン推進委員会の意見聴取
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